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0 伊達正和，徳永仁 史 ，矢端雅之，和泉 博 ，澤田美智子，小林直人 ( 産 総研 ) 

Ⅰ． はじめに 
独立行政法人産業技術総合研究所 ( 産 総研 ) は、 旧 通商産業省工業技術院 ( 工 

枝院 ) の 15 の研究所および 計量教習所を 統合し、 平成 13 年 4 月に発足した。 旧 

工技院時代は 各研究所に研究部、 その下に研究室を 置く 「部室 制 」 を取っていた 

が 、 独法化後は研究センター、 研究部門、 研究ラボなどの 研究ユニット 制 とし、 
機動的に組織改編を 行 う こととした。 

独立行政法人は 主務大臣から 3 年以上 5 年以下の「中期目標」 を示され、 これ 

を達成するために 自ら 「中期計画」 を作成し、 主務大臣の認可を 受けることにな 

っている。 産 総研の第 1 期中期目標期間は、 平成 13 年度から 16 年度の 4 年間と 

設定された。 その 「中期目標」 の中で、 外部意見を取り 入れた研究組織評価を 定 

期 的に行い、 研究開発業務の 向上に努めるよ う 示された。 これを受けて 産総研で 

は 評価部を理事長直属の 独立した組織として 新たに設置し、 研究ユニット ( およ 

び 研究関連・管理部門等 ) 評価の担当とした。 

2 . 第 1 期における評価方法 
第 1 期の研究ユニット 評価には、 「スタートアップ 評価」 と 「成果ヒアリンバ」 

の 2 種類があ る。 スタートアップ 評価は新しく 研究ユニットが 発足した後に 速や 

かに行い、 研究ユニットの 運営や今後の 方向性などについて 助言を受けることと 

した。 これに対して 成果ヒアリンバは 研究活動の活性化・ 効率化のために、 原則 

全研究ユニットに 対して毎年度行 う こととした。 以下、 第 1 期 最終の平成 16 年 

度を中心に評価方法を 解説する。 

研究ユニット 評価委員会は 外部委員と内部委員で 構成された。 外部委員は産総 

研外部の専門家、 学識経験者などで、 所属は産業界、 大学、 公的機関、 マスコミ 

関係であ る。 各研究ユニットに 5 名前後、 スタートアップ 評価と成果ヒアリンバ 

を合わせて毎年度延べ 300 名前後に依頼した。 内部委員は産総研の 理事、 首席 評 

価 役などで、     前後が各研究ユニットを 担当した。 

評価委員会に 先立ち、 研究ユニットはポリシー ステートメントや 研究計画、 進 

捗状況報告書などの 評価資料を提出した。 評価はその資料ならびに 評価委員会 当 

日の研究ユニットによる プ レゼンテーション、 それに続く対面の 議論をもとに 行 

った。 

スタートアップ 評価では課題設定、 研究目標・計画、 研究ユニットの 体制・運 
営の妥当性などについて、 評価委員がコメントを 記述した。 成果ヒアリンバでは、 

課題の目標レベルおよび 進捗状況、 研究ユニットの 体制・運営について、 評価委 

員が 4 段階の評点を 付すとともに、 その根拠および 助言・コメントを 記述した。 
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研究ユニット 評価委 ( スタートアップ ) 
外部委員、 内部委員 

/ 助言、 コメント 
・評価に対するコメント 
・事実誤認等に 基づく 

Ⅰ 今後の研究活動へ 反映 

図 1  スタートアップ 評価の流れ 

究 ユニット評価委 ( 成果ヒアリンバ ) 
外部委員、 内部委員 評価委員会 
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研究資源配分等へ 反映 

図 2  成果ヒアリンバの 流れ 
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成果ヒアリンバではさらに、 評点をもとに 各研究ユニットの 特性などを考慮して、 

3 段階の総合評価を 行った ， 

評価結果は研究ユニットの 組織運営の改善、 研究活動の活性化と 効率化を図る 

ための指針として 活用された。 また経営判断の 参考とするべく、 評価結果を理事 

長 に提出の上、 産総研幹部会において 報告した，特に 成果ヒアリンバの 総合評価 

は、 次年度の研究資源配分などの 基礎資料となるものであ る。 さらに社会や 国民 

から産総研の 活動により広い 理解が得られるよ う、 評価結果を年次評価報告書 お 

よび産総研ウェブページにて 公開している。 

以上の評価の 流れを図 1 および図 2 に示す。 

3 . 評価システムの 見直し 
評価結果は一義的に 研究ユニットの 研究活動に反映されるものであ るが、 研究 
資源への配分等、 産総研全体の 運営にも反映されることになっている。 特に産総 

研の経営的観点からの 評価結果の活用に 関しては、 特性の違う研究ユニットを そ れぞれ異なる 評価委員会が 評価する点を 踏ま え 極 力 妥当性を確保してゆく 必 、 要 

があ る。 そのため外部および 内部評価委員や、 被 評価者であ る研究ユニットから 

寄せられた様々な 意見を取り入れると 共に、 評価に関する 各種委員会を 設置して 
評価システムのあ り方等について 検討を行った 結果、 第 1 期には以下のような 評 

仙方法の見直しを 行った。 

1 ) 内部委員の導入 
当初は外部委員のみによる 評価を行っていたが、 研究ユニット 評価は産総研 

の自己評価であ り、 評価結果の活用の 責任は産総研自体にあ ることを考慮して 

内部委員を導入した。 さらに内部委員としての 専門性・公平性を 保ち、 傭轍的 

観点からの横断的判断を 行 う ため、 評価部内に首席評価役を 配置した。 

2 ) 体制・運営の 評価の視点 

当初は研究ユニットの 運営方針や、 予算配分・人員配置の 妥当性を評価した 

が 、 研究ユニットの 方向性、 本格研究Ⅲへの 取り組み、 研究ユニ ット 間の連携 
などを、 評価の項目に 順次加えていった。 

3 ) 評価結果の取扱 

評価結果に対しては 研究ユニットにコメントを 求めているが、 初年度は事実 

誤認に基づくと 思われる評価委員のコメントも 散見されたことから、 双方の意 

見交換を実施することとし、 必要に応じて 評価結果の修正を 行えるよ う にした。 

4 ) 研究ユニットの 特性への配慮 

産 総研の研究ユニットは、 常勤研究員が 数名の研究ラボから 最大， 200 名を越 

える研究部門まで 規模は様々で、 研究センターや 研究ラボが特定の 研究課題に 

集申しているのに 対して、 研究部門は社会ニーズの 緊急性が高いものから 萌芽 

的 研究まで幅広い 研究課題を抱えている。 このような研究ユニットの 特性への 

配慮として、 成果ヒアリンバでは 研究センター・ 研究ラボと、 研究部門は別個 

に 総合評価を行 う こととした。 
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4 . 評価システム 導入の効果と 課題 
産 総研では研究ユニットの 評価システムを 導入することにより、 研究開発業務 

の 向上に努めてきた。 特に職員の意識改革に 果たした役割は 大きく、 研究ユニッ 

ト長の 7 割以上から評価が 有益であ ったとの指摘があ った。 また、 評価結果は研 

究 ユニットの運営のみならず、 産 総研の経営判断においても 有効に活用された。 

さらに、 評価報告書や 産総研ウェブベージを 通じた公開により、 広く産総研の 活 

動を知らせることが 出来た。 

その一方で、 研究分野や研究課題の 性格が異なる 研究ユニットに 対して公正な 

評価軸となっているか、 毎年成果ヒアリンバを 行うために要する 労力が多大では 

ないか、 など評価システム 改善への意見も 産総研内外から 寄せられてきた。 これ 

らは可能な限り 第 1 期中期目標期間中の 評価システムの 見直しに反映させてきた 

が 、 平成 17 年度から始まった 第 2 期では、 より効果的・ 効率的な評価や、 社会， 経済的な価値の 視点からの評価を 行 え る よ う 、 評価システムのさらなる 改良を行 

っている。 

m 注 ] 本格研究 : 現況 ド における高度化・ 多様化、 かっ急速に変化する 社会経済ニーズに 対 

応するためには 個別の科学的知識では 限界があ り、 細分化された 個々の知識領域を 融合してい 

く 研究が 屯要 であ る。 産 総研では、 未知現象より 新たな知識の 発見・解明を 目指す研究を 「 第 

] 種 基礎研究」、 経済・社会ニーズ ヘ 対応するために 異なる分野㈲ 知識を幅広く 選択、 融合・ 適 

用 する研究を 「 第 ， 2 種基礎研究」 と位置づけている 産総研の全て㈲ 研究ユニットは、 シナリ 

オから派生する 具体的な研究課題に 分野の異なる 研究者が幅広く 参画できる総合的な 体制を確 

立しⅠ第 2 種基礎研究」を 軸に、 「第 1 種基礎研究」から「開発」にいたる 連続的な研究を「本 

格研究」 として推進することを 組織 運 常理念の中核に 据えている」 
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